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１．経営成績等の概況 

（１）当期の経営成績の概況 

当期のわが国経済は、輸出の持ち直しに加え、緩和的な金融政策や政府の大型経済対策に

よる内需の下支えもあって、基調としては緩やかな回復が続きました。米大統領選挙後の株

高・円安の動きを受けて企業マインドが改善し、設備投資も持ち直しの動きがみられますが、

先行きについては、海外経済の不確実性や金融市場の変動など懸念材料が残ることから、回

復は緩やかなものにとどまる見通しです。 

愛媛県経済は、個人消費など一部で改善に遅れはみられますが、今後は、全国同様、企業

マインドの改善、設備投資の持ち直しにより、緩やかな回復が続くと期待されます。 

このような情勢のもと、当連結会計年度における業績は、次のとおりとなりました。 

連結経常収益は、貸出金利息及び有価証券利息配当金の減少等により資金運用収益が減少

したことから、前年度比 20 億 72 百万円減少して 1,172 億 76 百万円となりました。一方、

連結経常費用は、退職給付に係る営業経費の増加等により、前年度比 35 億 70 百万円増加し

て 818 億 47 百万円となりました。この結果、連結経常利益は前年度比 56 億 43 百万円減少

して 354 億 28 百万円となりました。また、親会社株主に帰属する当期純利益は前年度比 26

億 54 百万円減少して 217 億 97 百万円となりました。 

なお、当行単体の業績は、ソリューション営業関連の手数料が増加し役務取引等収益が増

加したものの、貸出金利息及び有価証券利息配当金の減少等により資金運用収益が減少した

ことから、コア業務粗利益は前年度比 66 億 82 百万円減少して 738 億 91 百万円、コア業務

純益は、前年度比 67 億 79 百万円減少して 256 億 13 百万円となりました。 

また、有価証券関係損益が増加し、信用コストが減少したものの、退職給付に係る営業経

費が増加したことなどから、経常利益は前年度比 51 億 16 百万円減少して 330 億 60 百万円

となりました。 

この結果、当期純利益は前年度比 26 億 78 百万円減少して 214 億 14 百万円となりました｡ 

 

（２）当期の財政状態の概況 

Ａ．預金等 

譲渡性預金を含めた預金等の期末残高は、前年度末比 1,128 億円増加して５兆 4,372 億

円となりました。 

Ｂ．貸出金 

貸出金の期末残高は、前年度末比 1,313 億円増加して４兆 214 億円となりました。 

Ｃ．有価証券 

有価証券の期末残高は、前年度末比 37 億円減少して１兆 7,359 億円となりました。 

Ｄ．連結総自己資本比率（バーゼルⅢ基準） 

銀行の安全性・健全性を示す連結総自己資本比率は 14.58％となり、引き続き高い水準

を確保しております。 

 

（３）当期のキャッシュ・フローの概況 
連結キャッシュ・フローの概況は、次のとおりとなりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、借用金及び譲渡性預金の増加等により 2,265 億 23

百万円となりました（前年度比 2,907 億 29 百万円増加）。投資活動によるキャッシュ・フ

ローは、有価証券の売却及び償還等により 67 億 97 百万円となりました（前年度比 318 億 27

百万円減少）。また、財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払等により△74 億

１百万円となりました（前年度比 117 億５百万円増加）。この結果、現金及び現金同等物の

期末残高は 7,835 億４百万円となりました（前年度比 2,259 億 16 百万円増加）。 
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（４）今後の見通し 
平成 30 年３月期の連結経常利益は前年度比１億円増益の 355 億円、親会社株主に帰属す

る当期純利益は前年度比８億円増益の 226 億円程度を予想しております｡ 

また、当行単体の見通しについては、経常利益は前年度比５億円減益の 325 億円、当期純

利益は前年度比５億円増益の 220 億円程度を予想しております。 

 

（５）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 
利益配分につきましては、銀行の公共的使命を念頭に置き、内部留保による財務体質の強

化を図ることで経営基盤の確保に努めるとともに、安定的な配当を継続することを基本方針

としております。 

平成 29 年３月期の配当につきましては、業績等を総合的に勘案いたしまして、年間配当

は 12 円（中間配当６円、期末配当６円）とさせていただきます。 

また、平成 30 年３月期の配当につきましては、平成 30 年３月 15 日に創業 140 周年を迎

えるにあたり、これまでの株主の皆さまの日頃からのご支援にお応えするため、１株当たり

２円の記念配当を実施し、年間配当を 14 円（中間配当７円〈記念配当１円〉、期末配当７

円〈記念配当１円〉）とさせていただく予定であります。 

なお、平成 31 年３月期以降につきましては、上記の基本方針に則り適切な利益配分を行

ってまいります。 

 

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方 

当行グループは、当面は日本基準を採用することとしております。なお、国際会計基準（Ｉ

ＦＲＳ）の適用につきましては、我が国における制度適用の状況を踏まえながら検討していく

方針であります。 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示） 

法人税法の改正に伴い、「平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の

取扱い」（実務対応報告第 32 号 平成 28 年６月 17 日）を当連結会計年度に適用し、平成 28 年

４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更

しております。 

なお、当連結会計年度において、連結財務諸表に与える影響額は軽微であります。 

 

（追加情報） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 26 号 平成 28 年

３月 28 日）を当連結会計年度から適用しております。 

 

（セグメント情報） 

１．報告セグメントの概要 

当行グループの報告セグメントは、当行グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手

可能であり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行

う対象となっているものであります。 

当行グループは、当行及び連結子会社 13 社（前連結会計年度 13 社）で構成され、銀行業務を

中心に、リース業務等の金融サービスに係る事業を行っております。 

従いまして、当行グループは、金融業におけるサービス別のセグメントから構成されており、

「銀行業」、「リース業」の２つを報告セグメントとしております。 

「銀行業」は、預金業務、貸出業務、有価証券投資業務、為替業務等を行っております。 

なお、「銀行業」は、当行の銀行業務と連結子会社の銀行事務代行業務、信用保証業務、クレ

ジットカード業務、有価証券投資業務、投資ファンドの運営業務を集約しております。 

「リース業」は、連結子会社のいよぎんリース株式会社において、リース業務等を行っており

ます。 

 

２．報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理方法は、連結財務諸表の作成方法と同一であります。 

報告セグメントの利益は、経常利益ベースの数値であります。 

セグメント間の内部経常収益は、第三者間取引価格に基づいております。 
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３．報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

（１）前連結会計年度（自 平成 27 年４月１日 至 平成 28 年３月 31 日） 

（単位：百万円） 

 
報告セグメント 

その他 合計 調整額 
連結財務諸

表計上額 銀行業 リース業 計 

経常収益    

外部顧客に対する経常

収益 
102,650 14,829 117,480 1,868 119,348 － 119,348

セグメント間の内部経

常収益 
384 438 823 1,718 2,541 △2,541 －

計 103,035 15,268 118,304 3,586 121,890 △2,541 119,348

セグメント利益 40,025 759 40,785 390 41,176 △104 41,071

セグメント資産 6,489,084 53,076 6,542,161 7,680 6,549,841 △39,764 6,510,076

セグメント負債 5,915,567 36,342 5,951,909 2,028 5,953,938 △33,568 5,920,369

その他の項目    

減価償却費 4,472 16 4,489 82 4,571 △34 4,536

資金運用収益 80,344 77 80,421 3 80,425 △132 80,292

資金調達費用 6,174 165 6,340 0 6,340 △123 6,217

特別利益 470 － 470 － 470 － 470

（固定資産処分益） (470) － (470) － (470) － (470)

特別損失 1,252 0 1,252 1 1,254 － 1,254

（固定資産処分損） (367) (0) (367) (1) (369) － (369)

（減損損失） (884) － (884) － (884) － (884)

（金融商品取引責任準

備金繰入額） 
－ － － (0) (0) － (0)

税金費用 13,946 270 14,216 127 14,344 △3 14,340

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額 
4,668 126 4,794 212 5,007 △200 4,806

（注）１．一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。また、差異調整につきましては、経常収

益と連結損益計算書の経常収益計上額との差異について記載しております。 

２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、情報処理受託・ソフト

ウェア開発業及び証券業であります。 

３．調整額は、次のとおりであります。 

（1）セグメント利益の調整額△104 百万円は、セグメント間取引消去であります。 

（2）セグメント資産の調整額△39,764 百万円は、セグメント間取引消去であります。 

（3）セグメント負債の調整額△33,568 百万円は、セグメント間取引消去であります。 

（4）減価償却費の調整額△34 百万円、資金運用収益の調整額△132 百万円、資金調達費用の調整額   

△123 百万円、税金費用の調整額△3 百万円、有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額△200

百万円は、セグメント間取引消去であります。 

４．セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。 
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（２）当連結会計年度（自 平成 28 年４月１日 至 平成 29 年３月 31 日） 

（単位：百万円） 

 
報告セグメント 

その他 合計 調整額 
連結財務諸

表計上額 銀行業 リース業 計 

経常収益    

外部顧客に対する経常

収益 
100,003 15,111 115,115 2,161 117,276 － 117,276

セグメント間の内部経

常収益 
480 499 980 1,574 2,554 △2,554 －

計 100,484 15,611 116,095 3,735 119,831 △2,554 117,276

セグメント利益 34,679 352 35,032 471 35,503 △75 35,428

セグメント資産 6,833,888 50,981 6,884,870 8,571 6,893,441 △44,158 6,849,283

セグメント負債 6,237,214 34,804 6,272,018 2,607 6,274,626 △34,404 6,240,221

その他の項目    

減価償却費 4,467 51 4,518 92 4,610 △59 4,551

資金運用収益 75,177 77 75,255 3 75,258 △118 75,139

資金調達費用 7,688 140 7,828 0 7,828 △108 7,720

特別利益 80 － 80 － 80 － 80

（固定資産処分益） (80) － (80) － (80) － (80)

特別損失 2,389 277 2,666 0 2,667 △287 2,380

（固定資産処分損） (133) － (133) (0) (133) － (133)

（減損損失） (2,256) (277) (2,533) － (2,533) (△287) (2,246)

（金融商品取引責任準

備金繰入額） 
－ － － (0) (0) － (0)

税金費用 9,865 21 9,887 157 10,045 102 10,147

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額 
3,714 8 3,723 43 3,766 △81 3,685

（注）１．一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。また、差異調整につきましては、経常収

益と連結損益計算書の経常収益計上額との差異について記載しております。 

２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、情報処理受託・ソフト

ウェア開発業及び証券業であります。 

３．調整額は、次のとおりであります。 

（1）セグメント利益の調整額△75 百万円は、セグメント間取引消去であります。 

（2）セグメント資産の調整額△44,158 百万円は、セグメント間取引消去であります。 

（3）セグメント負債の調整額△34,404 百万円は、セグメント間取引消去であります。 

（4）減価償却費の調整額△59 百万円、資金運用収益の調整額△118 百万円、資金調達費用の調整額   

△108 百万円、特別損失（減損損失）の調整額△287 百万円、税金費用の調整額 102 百万円、有形固定

資産及び無形固定資産の増加額の調整額△81 百万円は、セグメント間取引消去であります。 

４．セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。 
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（１株当たり情報） 
 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

 （自 平成27年４月１日 （自 平成28年４月１日 

 至 平成28年３月31日） 至 平成29年３月31日）

１株当たり純資産額 1,790 円 53 銭 1,864 円 28 銭 

１株当たり当期純利益金額 77 円 34 銭 68 円 93 銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 77 円 23 銭 68 円 81 銭 

 
（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

 （平成28年３月31日） （平成29年３月31日） 

純資産の部の合計額 589,707 百万円 609,061 百万円 

純資産の部の合計額から控除する金額 23,630 百万円 19,594 百万円 

（うち新株予約権） (401 百万円) (479 百万円)

（うち非支配株主持分） (23,228 百万円) (19,114 百万円)

普通株式に係る期末の純資産額 566,076 百万円 589,467 百万円 

１株当たりの純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数 
316,149 千株 316,189 千株 

 
２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次の

とおりであります。 
 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

 （自 平成27年４月１日 （自 平成28年４月１日 

 至 平成28年３月31日） 至 平成29年３月31日）

１株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益 24,451 百万円 21,797 百万円 

普通株主に帰属しない金額 ─ ─ 

普通株式に係る親会社株主に帰属する当

期純利益 
24,451 百万円 21,797 百万円 

普通株式の期中平均株式数 316,136 千株 316,180 千株 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益調整額 ─ ─ 

普通株式増加数 459 千株 561 千株 

（うち新株予約権） (459 千株) (561 千株)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

─ ─ 

 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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５．その他 

役員の異動 

 

役 員 の 異 動 

平成 29 年 6月 29 日付 

 

 

１．代表取締役の異動 

代表取締役副頭取  永井 一平 （現 代表取締役専務） 

 

２．取締役の異動 

（１）新任取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補 

常務取締役     河野 治広 （現 常務執行役員新居浜グループ長兼新居浜支店長） 

常務取締役     三好 賢治 （現 常務執行役員営業本部副本部長） 

常務取締役     松浦 祐一 （現 常務執行役員本店営業部長） 

 

（２）退任予定取締役（監査等委員である取締役を除く。） 

森田 浩治 （現 取締役相談役） 

（退任後、当行常勤相談役に就任予定） 

飯尾 隆哉 （現 常務取締役） 

（監査等委員である取締役候補として平成 29 年 6 月 29 

日開催の株主総会に提案予定） 

 

（３）新任監査等委員である取締役候補 

飯尾 隆哉 （現 常務取締役） 

平野 志郎 （現 常務執行役員東京支店長兼市場営業室長）   

 

（４）退任予定監査等委員である取締役 

窪田 浩二 （現 監査等委員である取締役） 

 

（注）新任者等の略歴は別紙をご参照ください。 

 

３．執行役員の異動 

（１）昇任執行役員 

常務執行役員    藤田 真哉 (現 執行役員営業戦略部長) 

常務執行役員    山本 憲世 (現 執行役員八幡浜グループ長兼八幡浜支店長) 

 

（２）新任執行役員 

執行役員      伊藤 眞道 （現 広島支店長） 

執行役員      長田 浩  （現 総合企画部長） 

 

（３）退任執行役員 

岸川 悟  （現 執行役員監査部長） 

 

（注）新任者等の略歴は別紙をご参照ください。 

 

以 上 
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【ご参考】 

役員一覧（平成 29 年 6月 29 日付） 

 

代表取締役  取締役頭取     大
おお

 塚
つか

 岩
いわ

 男
お

 

代表取締役  取締役副頭取    永
なが

 井
い

 一
いっ

 平
ぺい

 （新任） 

常務取締役     髙
たか

 田
た

 健
けん

 司
じ

 

常務取締役     藤
とう

 堂
どう

 宗
むね

 昭
あき

 

常務取締役     竹
たけ

 内
うち

 哲
てつ

 夫
お

 

常務取締役     河
こう

 野
の

 治
はる

 広
ひろ

 （新任） 

常務取締役     三
み

 好
よし

 賢
けん

 治
じ

 （新任） 

常務取締役     松
まつ

 浦
うら

 祐
ゆう

 一
いち

 （新任） 

 

監査等委員     飯
いい

 尾
お

 隆
たか

 哉
や

 （新任） 

監査等委員     平
ひら

 野
の

 志
し

 郎
ろう

 （新任） 

監査等委員（社外） 佐
さ

 伯
えき

 要
かなめ

 

監査等委員（社外）  市
いち

 川
かわ

 武
たけ

 志
し

 

監査等委員（社外） 柳
やなぎ

 澤
さわ

 康
やす

 信
のぶ

 

監査等委員（社外） 高
たか

 浜
はま

 壮
そう

 一
いち

 郎
ろう

 

監査等委員（社外） 三
み

 好
よし

 潤
じゅん

 子
こ

 

 

常務執行役員    別
べっ

 府
ぷ

 孝
たか

 也
や

 

常務執行役員    重
しげ

 松
まつ

 栄
えい

 治
じ

 

常務執行役員    森
もり

 岡
おか

 研
けん

 二
じ

 

常務執行役員    西
にし

 本
もと

 英
ひで

 世
よ

 

常務執行役員    藤
ふじ

 田
た

 真
しん

 哉
や

 （昇任） 

常務執行役員    山
やま

 本
もと

 憲
けん

 世
せい

 （昇任） 

執行役員      平
ひら

 井
い

 一
かず

 臣
とみ

 

執行役員      八
や

 木
ぎ

 哲
てつ

 也
や

 

執行役員      稲
いな

 垣
がき

 純
じゅん

 二
じ

 

執行役員      藤
ふじ

 田
た

 康
やす

 二
じ

 

執行役員      伊
い

 藤
とう

 眞
まさ

 道
みち

 （新任） 

執行役員      長
なが

 田
た

 浩
ひろし

   （新任） 

 
以 上 
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＜新任者等の略歴等＞ 
 

新 代表取締役副頭取 

氏  名  永井 一平（ながい  いっぺい） 

生年月日  昭和２８年４月２７日 

出 身 地  愛媛県 

最終学歴  昭和５２年３月 東京大学経済学部卒業 

職  歴  昭和５２年４月 当行入行 

平成２０年６月 取締役新居浜支店長 

平成２３年６月 常務取締役営業本部長 

平成２４年６月 専務取締役（現職） 

所有株式数 22,627 株 

 

新 常務取締役 

氏  名  河野 治広（こうの はるひろ） 

生年月日  昭和３３年１０月２６日 

出 身 地  愛媛県 

最終学歴  昭和５６年３月 中央大学経済学部卒業 

職  歴  昭和５６年４月 当行入行  

平成２４年６月 取締役営業統括部長 

平成２６年６月 取締役新居浜支店長 

平成２７年４月 取締役新居浜グループ長兼新居浜支店長 

平成２７年６月 常務執行役員新居浜グループ長兼新居浜支店長（現職） 

所有株式数 12,660 株 

 

新 常務取締役 

氏  名  三好 賢治（みよし けんじ） 

生年月日  昭和３４年１２月１８日 

出 身 地  愛媛県 

最終学歴  昭和５７年３月 慶応義塾大学法学部卒業 

職  歴  昭和５７年４月 当行入行 

平成２６年６月 執行役員総合企画部長 

平成２７年６月 常務執行役員総合企画部長 

平成２８年６月 常務執行役員営業本部副本部長（現職） 

所有株式数 9,200 株 

 

新 常務取締役 

氏  名  松浦 祐一（まつうら ゆういち） 

生年月日  昭和３６年９月１３日 

出 身 地  愛媛県 

最終学歴  昭和５９年３月 東京大学経済学部卒業 

職  歴  昭和５９年４月 当行入行 

平成２６年６月 執行役員人事部長 

平成２７年６月 常務執行役員本店営業部長（現職） 

所有株式数 16,679 株 
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新 監査等委員である取締役 

氏  名  飯尾 隆哉（いいお  たかや） 

生年月日  昭和３０年９月１６日 

出 身 地  愛媛県 

最終学歴  昭和５３年３月 岡山大学法文学部卒業 

職  歴  昭和５３年４月 当行入行 

平成２３年６月 取締役東京支店長 

平成２６年４月 取締役東京支店長兼市場営業室長 

平成２６年６月 取締役本店営業部長 

平成２７年６月 常務取締役（現職） 

所有株式数 37,920 株 

 

新 監査等委員である取締役 

氏  名  平野 志郎（ひらの しろう） 

生年月日  昭和３３年５月１５日 

出 身 地  愛媛県 

最終学歴  昭和５６年３月 早稲田大学商学部卒業 

職  歴  昭和５６年４月 当行入行 

平成２４年６月 取締役総合企画部長 

平成２６年６月 取締役東京支店長兼市場営業室長 

平成２７年６月 常務執行役員東京支店長兼市場営業室長（現職） 

所有株式数 9,600 株 

 

新 常務執行役員 

氏  名  藤田 真哉 （ふじた しんや） 

生年月日  昭和３７年１０月１３日 

出 身 地  愛媛県 

最終学歴  昭和６０年３月 早稲田大学商学部卒業 

職  歴  昭和６０年４月 当行入行 

平成１６年７月 東京事務所長 

平成１９年８月 郡中支店長 

平成２２年８月 波止浜支店長 

平成２６年６月 広島支店長 

平成２７年６月 執行役員広島支店長 

平成２８年８月 執行役員営業戦略部長（現職） 

 

新 常務執行役員 

氏  名  山本 憲世 （やまもと けんせい） 

生年月日  昭和３７年１２月２６日 

出 身 地  愛媛県 

最終学歴  昭和６０年３月 高崎経済大学経済学部卒業 

職  歴  昭和６０年４月 当行入行 

平成１７年２月 人事部課長 

平成１９年２月 営業統括部課長 

平成２３年２月 本町支店長 

平成２５年８月 ソリューション営業部長 

平成２７年５月 八幡浜グループ長兼八幡浜支店長 

平成２７年６月 執行役員八幡浜グループ長兼八幡浜支店長（現職） 
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新 執行役員 

氏  名  伊藤 眞道（いとう まさみち） 

生年月日  昭和３６年１２月１３日 

出 身 地  愛媛県 

最終学歴  昭和６０年３月 愛媛大学法文学部卒業 

職  歴  昭和６０年４月 当行入行 

平成１８年２月 中萩支店長 

平成２０年８月 松前支店長 

平成２３年８月 高知支店長 

平成２６年６月 大分支店長 

平成２８年８月 広島支店長（現職） 

 

新 執行役員 

氏  名  長田 浩（ながた ひろし） 

生年月日  昭和３８年１月２２日 

出 身 地  愛媛県 

最終学歴  昭和６２年３月 立命館大学経済学部卒業 

職  歴  昭和６２年４月 当行入行 

平成１９年８月 総合企画部課長 

平成２３年２月 東京支店副支店長 

平成２５年８月 総合企画部次長 

平成２７年２月 総合企画部副部長 

平成２８年６月 総合企画部長（現職） 

 

以 上 
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Ⅰ　平成28年度決算の概況

１．損益状況

　【単体】 (百万円)

27年度比

 業務粗利益 74,629 △ 6,846 81,475 

 （除く国債等債券損益（５勘定尻）） 73,891 △ 6,682 80,573 

 国内業務粗利益 63,721 △ 3,610 67,331 

 （除く国債等債券損益（５勘定尻）） 63,244 △ 3,784 67,028 

 資金利益 57,694 △ 4,257 61,951 

 役務取引等利益 5,557 483 5,074 

 その他業務利益 469 163 306 

 （うち国債等債券損益） 477 174 303 

 国際業務粗利益 10,908 △ 3,236 14,144 

 （除く国債等債券損益（５勘定尻）） 10,646 △ 2,899 13,545 

 資金利益 9,660 △ 2,450 12,110 

 役務取引等利益 94 △ 98 192 

 その他業務利益 1,152 △ 689 1,841 

 （うち国債等債券損益） 261 △ 338 599 

 経費（除く臨時処理分） (△) 48,277 97 48,180 

 人件費 (△) 26,396 273 26,123 

 物件費 (△) 19,214 △ 148 19,362 

 税金 (△) 2,667 △ 28 2,695 

 業務純益（一般貸倒引当金繰入前） 26,352 △ 6,942 33,294 

 除く国債等債券損益（５勘定尻） 25,613 △ 6,779 32,392 

 ①一般貸倒引当金繰入額 (△) △ 838 502 △ 1,340 

 業務純益 27,190 △ 7,445 34,635 

 うち国債等債券損益（５勘定尻） 738 △ 164 902 

 臨時損益 5,869 2,328 3,541 

 ②不良債権処理額 (△) 2,400 △ 2,109 4,509 

 貸出金償却 (△) 3 △ 226 229 

 個別貸倒引当金純繰入額 (△) 2,200 △ 1,867 4,067 

 偶発損失引当金繰入額 (△) △ 13 △ 34 21 

 その他の債権売却損等 (△) 209 19 190 

 ③特定海外債権引当勘定繰入額 (△) － － － 

 ④償却債権取立益 861 △ 490 1,351 

 （貸倒償却引当費用①＋②＋③－④） (△) 699 △ 1,117 1,816 

 株式等関係損益 6,220 2,042 4,178 

 株式等売却益 6,575 2,391 4,184 

 株式等売却損 (△) 351 351 0 

 株式等償却 (△) 2 △ 3 5 

 その他の臨時損益 1,187 △ 1,333 2,520 

 経常利益 33,060 △ 5,116 38,176 

 特別損益 △ 2,311 △ 1,528 △ 783 

 うち固定資産処分損益 △ 55 △ 156 101 

 固定資産処分益 80 △ 390 470 

 固定資産処分損 (△) 135 △ 233 368 

 うち減損損失 (△) 2,256 1,372 884 

 税引前当期純利益 30,748 △ 6,645 37,393 

 法人税、住民税及び事業税 (△) 8,064 △ 2,094 10,158 

 法人税等調整額 (△) 1,269 △ 1,873 3,142 

 当期純利益 21,414 △ 2,678 24,092 

28年度 27年度
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　【連結】

　（連結損益計算書ベース） (百万円)

27年度比

 連結粗利益 80,499 △ 6,612 87,111 

 資金利益 67,419 △ 6,656 74,075 

 役務取引等利益 8,768 324 8,444 

 その他業務利益 4,312 △ 279 4,591 

 営業経費 (△) 51,641 2,025 49,616 

 貸倒償却引当費用 (△) 1,628 △ 545 2,173 

 貸出金償却 (△) 34 △ 226 260 

 個別貸倒引当金純繰入額 (△) 2,568 △ 1,550 4,118 

 一般貸倒引当金繰入額 (△) △ 897 633 △ 1,530 

 偶発損失引当金繰入額 (△) △ 13 △ 34 21 

 特定海外債権引当勘定繰入額 (△) － － － 

 その他の債権売却損等 (△) 814 146 668 

 償却債権取立益 878 △ 487 1,365 

 株式等関係損益 6,202 2,014 4,188 

 持分法による投資損益 － － － 

 その他 1,995 434 1,561 

 経常利益 35,428 △ 5,643 41,071 

 特別損益 △ 2,300 △ 1,517 △ 783 

 税金等調整前当期純利益 33,127 △ 7,160 40,287 

 法人税、住民税及び事業税 (△) 9,003 △ 2,207 11,210 

 法人税等調整額 (△) 1,144 △ 1,986 3,130 

 当期純利益 22,980 △ 2,967 25,947 

 非支配株主に帰属する当期純利益 (△) 1,183 △ 312 1,495 

 親会社株主に帰属する当期純利益 21,797 △ 2,654 24,451 

（注）連結粗利益＝（資金運用収益－資金調達費用）＋（役務取引等収益－役務取引等費用）

              　  ＋（その他業務収益－その他業務費用）

（連結対象会社数） (社)

 連結子会社数 13 － 13 

 持分法適用会社数 － － － 

28年度 27年度

（株）伊予銀行（8385）　平成29年3月期決算短信

説明資料2



２．業務純益

　【単体】 (百万円)

27年度比

（１）コア業務純益 25,613 △ 6,779 32,392 

　職員一人当たり（千円） 9,092 △ 2,585 11,677 

（２）業務純益 27,190 △ 7,445 34,635 

　職員一人当たり（千円） 9,652 △ 2,833 12,485 
（注）1. コア業務純益は国債等債券損益（５勘定尻）を除く一般貸倒引当金繰入前「業務純益」であります。

      2. 職員数は、嘱託及び出向者を除く従業員数の期中平均人員を使用しております。

３．利鞘

　【単体】 （％）

27年度比

（１）資金運用利回 (A) 1.20 △ 0.13 1.33 

（イ）貸出金利回 1.23 △ 0.08 1.31 

（ロ）有価証券利回 1.56 △ 0.21 1.77 

（２）資金調達原価 (B) 0.94 0.01 0.93 

（イ）預金等利回 0.05 △ 0.03 0.08 

（ロ）外部負債利回 0.55 0.13 0.42 

（３）総資金利鞘 (A)－(B) 0.26 △ 0.14 0.40 

　【単体】（国内業務部門）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （％）

27年度比

（１）資金運用利回 (A) 1.02 △ 0.14 1.16 

（イ）貸出金利回 1.18 △ 0.15 1.33 

（ロ）有価証券利回 1.47 △ 0.19 1.66 

（２）資金調達原価 (B) 0.89 △ 0.05 0.94 

（イ）預金等利回 0.05 △ 0.03 0.08 

（ロ）外部負債利回 0.00 △ 0.11 0.11 

（３）総資金利鞘 (A)－(B) 0.13 △ 0.09 0.22 

４．有価証券関係損益

　【単体】 (百万円)

27年度比

 国債等債券損益（5勘定尻） 738 △ 164 902 

 売却益 845 50 795 

 償還益 － △ 121 121 

 売却損 106 92 14 

 償還損 － － － 

 償却 － － － 

 株式等損益（3勘定尻） 6,220 2,042 4,178 

 売却益 6,575 2,391 4,184 

 売却損 351 351 0 

 償却 2 △ 3 5 

28年度 27年度

28年度 27年度

28年度 27年度

28年度 27年度
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５．有価証券

（１）有価証券の評価基準

 売買目的有価証券  時価法（評価差額を損益処理）

 満期保有目的の債券  償却原価法

 その他有価証券  時価法（評価差額を全部純資産直入）

 子会社株式及び関連会社株式  原価法

（参考）金銭の信託中の有価証券

 運用目的の金銭の信託  時価法（評価差額を損益処理）

 その他の金銭の信託

 （運用目的及び満期保有目的以外）

（２）評価損益

　　【単体】 (百万円)

前期比

満期保有目的 － － － － － － － 

－ － － － － － － 

その他有価証券 1,502,624 218,473 736 223,796 5,322 1,504,910 217,737 221,569 3,831

　株式 95,060 173,941 22,338 174,639 698 97,736 151,603 153,185 1,582

　債券 971,769 31,108 △ 12,830 32,144 1,036 961,344 43,938 44,180 242

　その他 435,793 13,424 △ 8,772 17,012 3,588 445,828 22,196 24,203 2,007

合計 1,502,624 218,473 736 223,796 5,322 1,504,910 217,737 221,569 3,831

　株式 95,060 173,941 22,338 174,639 698 97,736 151,603 153,185 1,582

　債券 971,769 31,108 △ 12,830 32,144 1,036 961,344 43,938 44,180 242

　その他 435,793 13,424 △ 8,772 17,012 3,588 445,828 22,196 24,203 2,007

（注）1.「その他有価証券」については、時価評価しておりますので、上記の表上は、貸借対照表価額と取得価額と

　　　　の差額を計上しております。

  　　2.「その他有価証券」に係るその他有価証券評価差額金は、29年3月末152,162百万円、28年3月末151,560百万

　　　　円であります。

　　　 

　　【連結】 (百万円)

前期比

満期保有目的 － － － － － － － 

その他有価証券 1,503,308 225,430 △ 576 230,758 5,328 1,505,594 226,006 229,839 3,833

　株式 95,744 180,898 21,026 181,601 703 98,420 159,872 161,455 1,583

　債券 971,769 31,108 △ 12,830 32,144 1,036 961,344 43,938 44,180 242

　その他 435,793 13,424 △ 8,772 17,012 3,588 445,828 22,196 24,203 2,007

合計 1,503,308 225,430 △ 576 230,758 5,328 1,505,594 226,006 229,839 3,833

　株式 95,744 180,898 21,026 181,601 703 98,420 159,872 161,455 1,583

　債券 971,769 31,108 △ 12,830 32,144 1,036 961,344 43,938 44,180 242

　その他 435,793 13,424 △ 8,772 17,012 3,588 445,828 22,196 24,203 2,007

（注）1.「その他有価証券」については、時価評価しておりますので、上記の表上は、連結貸借対照表価額と取得価

　　　　額との差額を計上しております。

  　　2.「その他有価証券」に係るその他有価証券評価差額金は、29年3月末153,026百万円、28年3月末152,656百万

　　　　円であります。 

28年3月末

 時価法（評価差額を全部純資産直入）

子会社・関連会社株式

評価損益 評価損益評価益 評価損

取得原価 取得原価

29年3月末

取得原価 取得原価

29年3月末 28年3月末

評価益 評価損

評価損評価損益 評価損益評価益 評価損 評価益
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６．自己資本比率（国際統一基準）

　【単体】 （億円）

29年3月末

［速報値］ 28年3月末比

 (1) 単体総自己資本比率（(4)/(7)） 14.33％  △ 0.74％  15.07％  

 (2) 単体Ｔｉｅｒ１比率（(5)/(7)） 13.83％  － 13.83％  

 (3) 単体普通株式等Ｔｉｅｒ１比率（(6)/(7)） 13.83％  － 13.83％  

 (4) 単体における総自己資本の額 5,202 87 5,115 

 (5) 単体におけるＴｉｅｒ１資本の額 5,019 325 4,694 

 (6) 単体における普通株式等Ｔｉｅｒ１資本の額 5,019 325 4,694 

 (7) リスク・アセットの額 36,282 2,345 33,937 

 (8) 単体総所要自己資本額（(7)×8%） 2,902 188 2,714 

　【連結】 （億円）

29年3月末

［速報値］ 28年3月末比

 (1) 連結総自己資本比率（(4)/(7)） 14.58％  △ 0.84％  15.42％  

 (2) 連結Ｔｉｅｒ１比率（(5)/(7)） 14.03％  △ 0.08％  14.11％  

 (3) 連結普通株式等Ｔｉｅｒ１比率（(6)/(7)） 14.03％  △ 0.01％  14.04％  

 (4) 連結における総自己資本の額 5,364 31 5,333 

 (5) 連結におけるＴｉｅｒ１資本の額 5,162 283 4,879 

 (6) 連結における普通株式等Ｔｉｅｒ１資本の額 5,162 308 4,854 

 (7) リスク・アセットの額 36,790 2,228 34,562 

 (8) 連結総所要自己資本額（(7)×8%） 2,943 178 2,765 

７．固定資産の減損会計

（１）資産のグルーピングの方法

 管理会計上の最小区分である営業店を一単位としてグルーピング

 （連携して営業を行っている営業店グループは当該グループを一単位とする）

 連結子会社  連結子会社各社を一単位としてグルーピング

（２）減損損失額

　　【連結】 (百万円)

28年度

減損損失額 土地 建物

 稼動資産  営業用店舗等 9か所 土地及び建物 2,187 1,858 329 

 遊休資産  遊休資産 3か所 土地及び建物 58 43 15 

2,246 1,901 344 

８．ＲＯＥ

　【単体】 （％）

27年度比

 コア業務純益ベース 4.51 △ 1.25 5.76 

 業務純益ベース 4.78 △ 1.38 6.16 

 当期純利益ベース 3.77 △ 0.51 4.28 

28年3月末

　　自己資本比率は、銀行法第14条の２の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本

　の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第19号）に定められ

　た算式に基づき、単体ベースと連結ベースの双方について算出しております。

　　なお、当行は、信用リスク・アセットの算出においては基礎的内部格付手法、オペレーショナル・

　リスク相当額の算出においては粗利益配分手法を採用しております。

28年3月末

28年度 27年度

 当行

区　分 主な用途 種　類

合　　計
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９．金融商品の時価等

　【連結】 (百万円)

連結貸借対

照表計上額

（1）現金預け金 795,208    795,208    －         

（2）コールローン及び買入手形 90,582     90,582     －         

（3）買入金銭債権 11,373 11,373     －         

（4）商品有価証券

     売買目的有価証券 568        568        －         

（5）金銭の信託 5,749      5,749      －         

（6）有価証券

     その他有価証券 1,721,210  1,721,210  －         

（7）貸出金 4,021,442  3,978,146  

　   貸倒引当金(注)1 △ 22,232  

3,999,210  3,978,146  △ 21,063  

 資産計 6,623,903  6,602,839  △ 21,063  

（1）預金 4,991,984  4,991,748  △ 236     

（2）譲渡性預金 445,292    445,290    △ 1       

（3）コールマネー及び売渡手形 72,346     72,346     －         

（4）売現先勘定 40,124     40,124     －         

（5）債券貸借取引受入担保金 324,715    324,715    －         

（6）借用金 220,887    220,927    40         

 負債計 6,095,350  6,095,153  △ 197     

 デリバティブ取引(注)2

　　　ヘッジ会計が適用されていないもの 1,470 1,470 －         

　　　ヘッジ会計が適用されているもの (5,261) (5,261) －         

 デリバティブ取引計 (3,790) (3,790) －         

（注）1. 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

  　　2. その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。

       デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる

       項目については、（ ）で表示しております。

  　　3. 重要性が乏しい科目については、記載を省略しております。

差額時価

（株）伊予銀行（8385）　平成29年3月期決算短信

説明資料6



Ⅱ　貸出金等の状況

１．リスク管理債権の状況

　　部分直接償却実施（　前　・　後　）

　　未収利息不計上基準（自己査定の債務者区分による）

　【単体】 （百万円）

28年9月末比 28年3月末比

 破綻先債権額 1,222 68 △ 313 1,154 1,535 

 延滞債権額 43,113 △ 1,179 △ 5,105 44,292 48,218 

 ３ヵ月以上延滞債権額 2,344 △ 444 △ 32 2,788 2,376 

 貸出条件緩和債権額 15,876 1,693 1,241 14,183 14,635 

 合　　計 62,556 137 △ 4,210 62,419 66,766 

 貸出金残高（末残） 4,043,352 106,975 132,165 3,936,377 3,911,187 

（％）

 破綻先債権額 0.03 0.01 － 0.02 0.03 

 延滞債権額 1.06 △ 0.06 △ 0.17 1.12 1.23 

 ３ヵ月以上延滞債権額 0.05 △ 0.02 △ 0.01 0.07 0.06 

 貸出条件緩和債権額 0.39 0.03 0.02 0.36 0.37 

 合　　計 1.54 △ 0.04 △ 0.16 1.58 1.70 

　【連結】 （百万円）

28年9月末比 28年3月末比

 破綻先債権額 1,537 △ 23 △ 622 1,560 2,159 

 延滞債権額 45,126 △ 1,237 △ 4,887 46,363 50,013 

 ３ヵ月以上延滞債権額 2,344 △ 444 △ 32 2,788 2,376 

 貸出条件緩和債権額 15,886 1,692 1,217 14,194 14,669 

 合　　計 64,895 △ 12 △ 4,324 64,907 69,219 

 貸出金残高（末残） 4,021,442 106,077 131,357 3,915,365 3,890,085 

（％）

 破綻先債権額 0.03 － △ 0.02 0.03 0.05 

 延滞債権額 1.12 △ 0.06 △ 0.16 1.18 1.28 

 ３ヵ月以上延滞債権額 0.05 △ 0.02 △ 0.01 0.07 0.06 

 貸出条件緩和債権額 0.39 0.03 0.02 0.36 0.37 

 合　　計 1.61 △ 0.04 △ 0.16 1.65 1.77 

２．貸倒引当金等の状況

　【単体】 （百万円）

28年9月末比 28年3月末比

 貸倒引当金 18,971 △ 1,164 △ 2,219 20,135 21,190 

 一般貸倒引当金 7,652 △ 904 △ 839 8,556 8,491 

 個別貸倒引当金 11,318 △ 260 △ 1,380 11,578 12,698 

 特定海外債権引当勘定 － － － － － 

　【連結】 （百万円）

28年9月末比 28年3月末比

 貸倒引当金 23,541 △ 1,042 △ 2,011 24,583 25,552 

 一般貸倒引当金 9,880 △ 917 △ 898 10,797 10,778 

 個別貸倒引当金 13,661 △ 125 △ 1,112 13,786 14,773 

 特定海外債権引当勘定 － － － － － 

29年3月末 28年9月末 28年3月末

貸
出
金
残
高
比

29年3月末 28年9月末 28年3月末

29年3月末 28年9月末 28年3月末

リ
ス
ク
管
理
債
権

29年3月末 28年9月末 28年3月末

リ
ス
ク
管
理
債
権

貸
出
金
残
高
比
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３．リスク管理債権に対する引当率

　【単体】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　               （百万円、％）

28年9月末比 28年3月末比

 リスク管理債権額(A) 62,556 137 △ 4,210 62,419 66,766 

 貸倒引当金(B) 13,287 △ 343 △ 1,555 13,630 14,842 

 担保保証等(C) 31,678 △ 2,131 △ 3,295 33,809 34,973 

 引当率(B)／(A) 21.24 △ 0.59 △ 0.98 21.83 22.22 

 引当率((B)+(C))／(A) 71.88 △ 4.12 △ 2.73 76.00 74.61 

　【連結】 （％）

28年9月末比 28年3月末比

71.99 △ 4.07 △ 2.68 76.06 74.67 

４．金融再生法開示債権

　【単体】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        　　        （百万円）

28年9月末比 28年3月末比
 破産更生債権及びこれらに準ずる債権 4,419 △ 1,076 210 5,495 4,209 

 危険債権 39,847 △ 204 △ 5,741 40,051 45,588 

 要管理債権 18,187 1,239 1,200 16,948 16,987 

 小　　計(A) 62,454 △ 40 △ 4,332 62,494 66,786 

 正常債権 4,142,535 117,440 152,555 4,025,095 3,989,980 

 合　　計 4,204,990 117,400 148,224 4,087,590 4,056,766 

（％）
 破産更生債権及びこれらに準ずる債権 0.10 △ 0.03 － 0.13 0.10 

 危険債権 0.94 △ 0.03 △ 0.18 0.97 1.12 

 要管理債権 0.43 0.02 0.02 0.41 0.41 

 小　　計 1.48 △ 0.04 △ 0.16 1.52 1.64 

 正常債権 98.51 0.04 0.16 98.47 98.35 

５．金融再生法開示債権の保全状況

　【単体】 （百万円）

28年9月末比 28年3月末比

 保全額(B) 44,928 △ 2,517 △ 4,851 47,445 49,779 

 貸倒引当金 13,287 △ 343 △ 1,555 13,630 14,842 

 担保保証等 31,641 △ 2,173 △ 3,295 33,814 34,936 

（％）

 保全率(B)／(A) 71.93 △ 3.98 △ 2.60 75.91 74.53 

29年3月末 28年9月末 28年3月末

 リスク管理債権に対する引当率

金
融
再
生
法
開
示
債
権

構
成
比

29年3月末 28年9月末

28年9月末

28年3月末

29年3月末 28年9月末 28年3月末

29年3月末 28年3月末
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６．自己査定、金融再生法開示債権及びリスク管理債権の状況 　【単体】

　※償却引当後 （億円）

担保・

保証に 保全率 貸出金

非 Ⅱ Ⅲ Ⅳ よる保 （％） 残高

分類 分類 分類 分類 全額　

3ヵ月以上

(注)1 延滞債権 

85 19 58.0 貸出条件

要管理先 緩和債権

315

小計

624

（注）1．要管理債権の引当は、要管理先に対する一般

　 　　貸倒引当金

　　　2．自行保証付私募債については時価で計上して

その他要 　 　　おります。

注意先　

4,090 正常債権

41,425

合計

(注)2

42,049

（注）要注意先債権のうち「担保・保証等のカバーがない部分」に対する一般貸倒引当金のカバー率

2.8%

 うち要管理先 11.5%

 うちその他要注意先 2.1%

要注意先

41,665

36,816 － － －

37,624 3,942 99 －
合計

36,816

正常先

3,534 － －

316 132 71.9

要
注
意
先

556

合計 625

－－49 266

23

158
181

要管理債権
（該当貸出金のみ）

危険債権

398

12

延滞債権 431

破綻先債権

及びこれらに
31 12 100.0

198 100 75.1

破産更生債権

準ずる債権　

44
－

111 99 －

10

188

実質破綻先

31

破綻懸念先

398

3

分類

引当額

破綻先

12
9 － －

21 －

自己査定結果

（対象：総与信等）

金融再生法開示債権

（対象：総与信等）

リスク管理債権

（対象：貸出金）

区分
区分

与信残高

区分

与信残高
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７．業種別貸出状況等

（１）業種別貸出金

　　【単体】 (百万円）

28年9月末比 28年3月末比

 国内店分

 （除く特別国際金融取引勘定）

 製造業 583,006 △ 8,952 △ 10,886 591,958 593,892 

 農業・林業 3,053 238 △ 6 2,815 3,059 

 漁業 13,831 2,024 1,217 11,807 12,614 

 鉱業・採石業・砂利採取業 8,789 △ 30 △ 214 8,819 9,003 

 建設業 112,601 2,535 △ 3,465 110,066 116,066 

 電気・ガス・熱供給・水道業 92,865 3,638 △ 117 89,227 92,982 

 情報通信業 28,814 1,613 684 27,201 28,130 

 運輸業・郵便業 629,907 26,536 14,669 603,371 615,238 

 卸売業・小売業 471,197 4,273 4,455 466,924 466,742 

 金融業・保険業 192,724 12,376 22,178 180,348 170,546 

 不動産業・物品賃貸業 412,220 12,804 33,537 399,416 378,683 

 各種サービス業 412,714 21,762 30,148 390,952 382,566 

 地方公共団体 240,217 10,186 7,219 230,031 232,998 

 その他 839,933 16,498 31,271 823,435 808,662 

（２）業種別リスク管理債権

　　【単体】 （百万円）

28年9月末比 28年3月末比

 国内店分

 （除く特別国際金融取引勘定）

 製造業 17,382 1,269 1,776 16,113 15,606 

 農業・林業 48 △ 25 △ 213 73 261 

 漁業 2,078 1,056 1,676 1,022 402 

 鉱業・採石業・砂利採取業 162 △ 51 39 213 123 

 建設業 8,229 △ 1,211 △ 2,055 9,440 10,284 

 電気・ガス・熱供給・水道業 － － － － － 

 情報通信業 279 △ 176 △ 185 455 464 

 運輸業・郵便業 1,672 △ 126 △ 436 1,798 2,108 

 卸売業・小売業 13,983 △ 838 △ 2,327 14,821 16,310 

 金融業・保険業 271 △ 8 △ 144 279 415 

 不動産業・物品賃貸業 3,813 △ 280 △ 479 4,093 4,292 

 各種サービス業 10,088 966 △ 1,634 9,122 11,722 

 地方公共団体 － － － － － 

 その他 4,545 △ 437 △ 227 4,982 4,772 

62,556 137 △ 4,210 62,419 66,766 

29年3月末 28年9月末 28年3月末

29年3月末 28年9月末 28年3月末

4,041,878 105,501 130,691 3,936,377 3,911,187 
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（３）個人ローン残高

　　【単体】 （百万円）

28年9月末比 28年3月末比

 個人ローン残高 994,914 18,849 34,572 976,065 960,342 

 住宅ローン残高 723,792 13,173 23,703 710,619 700,089 

 その他ローン残高 271,122 5,677 10,869 265,445 260,253 

（４）中小企業等貸出比率

　　【単体】 （％）

28年9月末比 28年3月末比

 中小企業等貸出比率 74.06 0.14 0.27 73.92 73.79 

（５）信用保証協会保証付貸出金残高

　　【単体】 （百万円）

28年9月末比 28年3月末比

 信用保証協会保証付貸出金残高 96,564 △ 5,935 △ 11,102 102,499 107,666 

８．国別貸出状況等

（１）特定海外債権残高

　　【単体】 該当事項はありません。

（２）アジア向け貸出金

　　【単体】 （百万円）

28年9月末比 28年3月末比

 インド 3,234 △ 490 △ 615 3,724 3,849 

 うちリスク管理債権 － － － － － 

 アラブ首長国連邦 1,916 124 △ 156 1,792 2,072 

 うちリスク管理債権 － － － － － 

 シンガポール 1,121 110 △ 5 1,011 1,126 

 うちリスク管理債権 － － － － － 

 香港 897 89 △ 4 808 901 

 うちリスク管理債権 － － － － － 

 合計 7,170 △ 167 △ 780 7,337 7,950 

 うちリスク管理債権 － － － － － 

（注）日本貿易保険による保証付等のカントリーリスクが排除されているものを除く。

（３）中南米諸国向け貸出金

　　【単体】 （百万円）

28年9月末比 28年3月末比

 チリ 1,121 110 △ 5 1,011 1,126 

 うちリスク管理債権 － － － － － 

 バミューダ諸島 1,045 57 46 988 999 

 うちリスク管理債権 － － － － － 

 ケイマン諸島 1,005 69 △ 72 936 1,077 

 うちリスク管理債権 － － － － － 

 合計 3,173 237 △ 30 2,936 3,203 

 うちリスク管理債権 － － － － － 

（注）日本貿易保険による保証付等のカントリーリスクが排除されているものを除く。

（４）ロシア向け貸出金

　　【単体】 該当事項はありません。

29年3月末 28年9月末 28年3月末

29年3月末 28年9月末 28年3月末

29年3月末 28年9月末 28年3月末

29年3月末 28年9月末 28年3月末

29年3月末 28年9月末 28年3月末
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９．預金等、貸出金の残高

　【単体】 （百万円）

28年9月末比 28年3月末比

 預金等（末残） 5,457,066 139,196 113,884 5,317,870 5,343,182 

 うち個人預金 3,354,648 11,170 6,316 3,343,478 3,348,332 

 預金等（平残） 5,368,621 8,819 25,860 5,359,802 5,342,761 

 貸出金（末残） 4,043,352 106,975 132,165 3,936,377 3,911,187 

 貸出金（平残） 3,943,246 44,758 40,429 3,898,488 3,902,817 

（注）預金等は、預金及び譲渡性預金の合計であります。

Ⅲ　業績予想

１．平成29年度中間期

　【単体】  （百万円、％）

28年度中間期比 増減率

 経常収益 52,000    3,364     6.9       48,636    

 経常費用 34,500    2,527     7.9       31,973    

 経常利益 17,500    838       5.0       16,662    

 中間純利益 12,000    533       4.6       11,467    

 業務純益 13,000    △ 917    △ 6.6    13,917    

 コア業務純益 12,500    △ 1,187  △ 8.7    13,687    

（注）コア業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券関係損益

　【連結】  （百万円、％）

28年度中間期比 増減率

 経常収益 61,000    3,707     6.5       57,293    

 経常利益 19,000    1,307     7.4       17,693    

 親会社株主に帰属する中間純利益 12,300    766       6.6       11,534    

２．平成29年度通期

　【単体】  （百万円、％）

28年度比 増減率

 経常収益 100,000   709       0.7       99,291    

 経常費用 67,500    1,269     1.9       66,231    

 経常利益 32,500    △ 560    △ 1.7    33,060    

 当期純利益 22,000    586       2.7       21,414    

 業務純益 26,000    △ 1,190  △ 4.4    27,190    

 コア業務純益 25,000    △ 613    △ 2.4    25,613    

（注）コア業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券関係損益

　【連結】  （百万円、％）

28年度比 増減率

 経常収益 118,000   724       0.6       117,276   

 経常利益 35,500    72        0.2       35,428    

 親会社株主に帰属する当期純利益 22,600    803       3.7       21,797    

28年度

29年度 28年度

28年9月末 28年3月末

29年度中間期 28年度中間期

29年度中間期 28年度中間期

29年3月末

29年度
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